
　労災保険は、本来、労働者の負傷、疾病、傷害、死亡などに対して保険
給付を行う制度ですが、労働者以外の方であっても、その作業の実態や
災害の発生状況などからみて、特に労働者に準じて保護する必要がある
と認められる場合は特別に任意加入を認めています。
　農業者の方の場合には、次の3つの制度のいずれかに特別加入するこ
とができます。

のしおり
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　自営農業者（労働者以外の家族従事者などを含む）であって、次の機械を使用し、土地の耕作、開
墾または植物の栽培、採取の作業を行う方をいいます。

　中小事業主等とは、農業の場合には常時300人以下の労働者を使用する事業主（事業主が法人
の場合にはその代表者）および労働者以外でその事業に従事する方（特別加入を行うことができる
事業主の家族従事者など）をいいます。
　なお、継続して労働者を使用していない場合であっても、1年間に100日以上、労働者を使用するこ
とが見込まれる場合には、中小事業主等の特別加入の対象となります。

ア

エ

①　動力耕うん機その他の農業用トラクター
②　動力溝掘機
③　自走式田植機
④　自走式スピードスプレーヤーその他の自
　走式防除用機械
⑤　自走式動力刈取機、コンバインその他の
　自走式収穫用機械
⑥　トラックその他の自走式運搬用機械

　年間農業生産物総販売額300万円以上または経営耕地面積２ヘクタール以上の規模（この基準を
満たす地域営農集団などを含む）で、①土地の耕作、開墾②植物の栽培、搾取③家畜や蚕の飼育の
作業のいずれかを行う自営農業者（労働者以外の家族従事者などを含む）であって、次のアからオま
での作業に従事する方をいいます。

⑦　次の定置式機械または携帯式機械
　　・動力揚水機　　　・動力草刈機
　　・動力カッター　　　・動力摘採機
　　・動力脱穀機　　　・動力剪定機
　　・動力剪枝機　　　・チェーンソー
　　・単軌条式運搬機　・コンベヤー

※「特定農作業従事者」、「指定農業機械作業従事者」、「中小事業主等」は重複し
　て加入することはできませんので、どれか1つを選択して加入することになります。

イ  高さが2メートル以上の箇所
     での作業

ウ  サイロ、むろなどの酸素
　  欠乏危険場所での作業

オ  牛、馬、豚に接触し、または
　  接触するおそれのある作業
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　申請手続を行う際には、作業の具体的な内容、業務歴および希望する給付基礎日額などを
「特別加入申請書」に記入し、団体を通じて監督署長を経由して労働局長の承認を得ること
が必要になります（給付基礎日額については、4ページの表 1を参考にしてください）。

　すでに特別加入を承認されている方で氏名や作業内容などに変更が生じた場合には、特
別加入団体となっている農協などの団体を通じて「特別加入に関する変更届」を監督署長を
経由して労働局長に対して提出することが必要です。

　特別加入の申請に対する労働局長の承認は、申請翌日から14日以内で申請者が加入を
希望する日となります。

　申請手続を行う際には、業務の具体的な内容、業務歴および希望する給付基礎日額などを
「特別加入申請書」に記入し、労働保険事務組合を通じて監督署長を経由して労働局長の
承認を得ることが必要になります（給付基礎日額については、4ページの表 1を参考にしてくだ
さい）。

　すでに特別加入を承認されている方で氏名や業務内容などに変更が生じた場合には、労
働保険事務組合を通じて「特別加入に関する変更届」を監督署長を経由して労働局長に対
して提出することが必要です。

　特別加入の申請に対する労働局長の承認は、申請翌日から14日以内で申請者が加入を
希望する日となります。

提出するもの：　特別加入申請書（一人親方等）
提出先　　　：　所轄の労働基準監督署長（以下「監督署長」という）を経由して所轄
　　　　　　　　の都道府県労働局長（以下「労働局長」という）

原則：事業主本人のほか家族従事者など労働者以外で業務に従事している方全員を包括
　　　して特別加入の申請を行う必要があります。
例外：病気療養中、高齢その他の事情により実態として事業に従事していない事業主は包
　　　括加入の対象から除くことができます。

提出するもの：　特別加入申請書（中小事業主等）
提出先　　　：　監督署長を経由して労働局長

＜加入の範囲＞

特定農作業従事者または指定農業機械作業従事者として加入する場合の手続
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①

②

③

ア　特別加入申請書の「業務の内容」欄に記載された労働者の所定労働時間（休憩時間を
含む）内に特別加入した事業のためにする行為およびこれに直接附帯する行為を行う場合
（ただし、例えば資金繰りを目的とした接待に出席している場合のようにその行為が事業主の
立場において行われる業務を除く）

イ　労働者の時間外労働または休日労働に応じて就業する場合

ウ　アまたはイに前後して行われる業務（準備・後始末行為を含む）を中小事業主等のみで行う
場合

エ　ア、イ、ウの就業時間内における事業場施設の利用中および事業場施設内で行動中の場合

オ　事業の運営に直接必要な業務のために出張する場合（ただし、例えば事業主として金融
機関と融資の折衝を行う場合のようにその行為が事業主の立場で行われる業務を除く）

カ　通勤途上で次に掲げる場合
　ア　労働者の通勤用に、事業主の提供する交通機関の利用中
　イ　突発事故（台風、火災など）による予定外の緊急の出勤途上

キ　事業の運営に直接必要な運動競技会その他の行事について労働者（業務遂行性が認め
られる者）を伴って出席する場合

　自営農業者が、農作業場で行う耕作などの作業（「土地の耕作や開墾」、「植物の栽培や
採取」、「家畜（家きんやみつばちを含む）や蚕の飼育の作業」）のうち、次のア～オのいずれ
かに当たる作業を行う場合（その作業に直接附帯する行為を含む）

ア　農作業場で動力により駆動する機械を使用して行う作業

イ　農作業場の高さが2メートル以上の箇所において行う作業

ウ　農作業場の酸素欠乏危険場所で行う作業

エ　農作業場で農薬を散布する作業

オ　農作業場で牛・馬・豚に接触し、または接触する恐れのある作業

ア　自営農業者が、ほ場または、ほ道の作業場において指定農業機械（1ページ参照）を使用し
て行う作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

イ　自営農業者が指定農業機械をほ場などの作業場と格納場所との間において、運転または
運搬する作業（苗、防除用薬、堆肥などを共同育苗施設などからほ場などの作業場へ運搬
する作業を含む）およびこれに直接附帯する行為を行う場合
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①

②

 通勤災害は給付対象となっていませんが、特定農作業従事者の場合、例えば農作業に使うト
ラックなどに乗って自宅の格納庫からほ場へ向かう途中に負傷したときには耕作などの作業に
直接附帯する行為に当たりますので業務災害として労災保険の給付対象となります。また、指
定農業機械作業従事者についてもトラックなどの指定農業機械に乗って車庫からほ場まで向か
う途中に負傷した場合には、同じく機械をほ場などの作業場と格納場所との間において運転す
る作業に当たりますので業務災害として労災保険の給付対象となります。

 一般労働者と同様に取り扱われ、就業に関し、①住居とほ場などの作業場との間の往復②就
業の場所から他の就業の場所への移動③赴任先住居と帰省先住居との間の移動を、合理的
な経路及び方法により行い、この移動行為が業務の性質を有さない場合に通勤災害として認
められることになります。これらの移動の経路を逸脱・中断した場合は、その逸脱・中断の間およ
びその後の移動は通勤災害となりません。ただし、その逸脱・中断が、日常生活上必要な行為で
あって日用品の購入などをやむを得ない事由により最小限度の範囲で行う場合は、合理的な経
路に戻った後の移動は通勤災害となります。

　給付基礎日額とは、労災保険の給付額を算定する基礎となるもので、労働局長が決定します。
　決定された給付基礎日額は事前に「給付基礎日額変更申請書」を監督署長を経由して労働局長
あて提出することによって翌年度より変更することができます。（*1）
　また、年度更新期間中にも当年度に適用される給付基礎日額の変更が可能です。
　ただし、災害発生前に申請することが前提になりますので、給付基礎日額の変更申請前に災害が
発生している場合は、給付基礎日額変更は認められません。（*2）
（注）*1、*2は平成24年度以降の給付基礎日額について適用となります。

（注）　特別加入者全員の保険料算定基礎額を合計した額に千円未満の端数が生じるときは端数切り捨
　　　てとなります。
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　特別加入者に対する保険給付の種類については、表2の通りです。
　なお、被災した場合に労災保険より給付される額については、右欄に具体的な例（給付基礎日額が
1万円の場合に給付される額）を記載していますので、それぞれ特別加入時に承認された給付基礎
日額に置き換えて算出してください。

業務災害または通勤災害による傷
病について、病院等で治療する場
合

業務災害または通勤災害による傷
病の療養のため労働することができ
ない日が4日以上となった場合

〔障害補償年金・障害年金〕
業務災害または通勤災害による傷
病が治った後に障害等級第1級か
ら第7級までに該当する障害が残っ
た場合
〔障害補償一時金・障害一時金〕
業務災害または通勤災害による傷
病が治った後に障害等級第8級か
ら第14級までに該当する障害が残
った場合

〔遺族補償年金・遺族年金〕
業務災害または通勤災害により死
亡した場合（年金額は遺族の人数
に応じてかわります）
〔遺族補償一時金・遺族一時金〕
（a）遺族補償年金、遺族年金を受
けうる遺族がいない場合
（b）遺族補償年金、遺族年金を受
けている方が失権し、かつ他に遺族
補償年金または遺族年金を受けう
る方がいない場合において、すでに
支給された年金の合計額が給付基
礎日額の1,000日分に満たない場合

遺族の人数が1人の場合、給付
基礎日額の153日分または175日
分が支給されます。
2人の場合201日分、3人の場合
223日分、4人以上の場合245日
分が支給されます。
遺族（補償）一時金の場合で左
欄の（a）の場合には給付基礎日
額の1,000日分が支給されます。
（b）の場合は給付基礎日額の
1,000日分からすでに支給した
年金の合計額を差し引いた額
が支給されます。

31万5千円に給付基礎日額の
30日分を加えた額または給付基
礎日額の60日分のいずれか高
い方が支給されます。

〔遺族（補償）年金で遺族が4人の
場合〕　　　　　　　　　　　
①遺族（補償）年金　　　　　　
1万円×245日＝245万円　　　　
②遺族特別支給金（一時金）
300万円　　　　　　　　　　
〔遺族（補償）一時金支給事由
（a）で遺族が4人の場合〕　　　
①遺族（補償）一時金　　　　　
1万円×1000日＝1000万円　　　
②遺族特別支給金（一時金）
300万円

よって高い額の②が支払われるこ
とになります。

業務災害または通勤災害による傷
病が療養開始後1年6か月を経過し
た日に（a）傷病が治っていないこと
（b）傷病による障害の程度が傷病
等級に該当すること、のいずれにも
該当する場合、または同日後いずれ
にも該当することとなった場合

業務災害または通勤災害により、障
害（補償）年金または傷病（補償）
年金を受給している方のうち一定
の障害を有する方で現に介護を受
けている場合

（常時介護の場合）介護の費用として支出した額（104,530円を上限）が支給されますが、親
族等の介護を受けている方で、介護の費用を支出していない場合または支出した額が
56,720円を下回る場合は一律定額として56,720円が支給されます。
（随時介護の場合）介護の費用として支出した額（52,270円を上限）が支給されますが、親
族等の介護を受けている方で、介護の費用を支出していない場合または支出した額が
28,360円を下回る場合は一律定額として28,360円が支給されます。

業務災害または通勤災害により死
亡した方の葬祭を行う場合

（注）休業（補償）給付については、所得喪失の有無にかかわらず、療養のため補償の対象とされている範囲（業務遂行性が認められる範囲）の
　　業務または作業について全部労働不能であることが必要となっています。



5 6

　私は特別加入している農業者ですが、最近になって労働者を雇うようになりました。
5人未満の労働者を使用する場合には必ずしも労働者を労災保険に加入させなく
てもよいと聞きましたが、本当でしょうか。

　法人の事業及び、常時5人以上の労働者を使用する個人事業については、労災
保険は強制加入となっています。しかし、常時5人未満の労働者しか使用してい
ない個人経営の事業については、労災保険の任意加入申請を行わない限り、労働
者に労災保険制度の適用はありません。
　ただし、その事業に使用される労働者の過半数が希望する場合、事業主は、
労災保険の加入申請をしなければなりません。
　また、事業主などが特別加入をする場合は、使用している労働者にも労災保険
が適用されることとなりますので、労災保険の加入手続を行う必要があります。
　なお、事業主などは法人の事業であれば中小事業主等として、個人事業であれ
ば特定農作業従事者、指定農業機械作業従事者、中小事業主等のいずれかを選択
して特別加入することができます。

　特別加入をする際に業務の種類とこれに従事していた期間に応じて健康診断を受
ける必要があります。例えば「振動工具（チェーンソーなど）使用の業務」の場合
で特別加入前に振動工具を使用した業務を通算して1年を超えて行っていた場合
は、加入申請時に健康診断を受ける必要があります。加入時健康診断の結果により
症状や障害の程度が一般的に療養に専念しなければならないと判断される場合には
特別加入が認められませんし、その症状または障害の程度が特定業務からの転換が
必要と認められる場合には、特定業務について特別加入は認められません。

　軽トラックを使って農産物や農業に使う資材などを運ぶ行為は、動力により駆動される
機械を使用して行う土地の耕作などの作業に直接附帯する行為に当たります。また、軽ト
ラックの点検・修理についても農業者によって日常行うことのできる程度の軽微な作業であ
れば、土地の耕作などの作業に直接附帯する行為に当たりますので、業務災害として労
災保険による給付を受けることができます。

〔回答〕

〔回答〕

〔回答〕

〔回答〕

など
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　農産物を共同集荷施設までトラックなどで運ぶ集荷作業は、植物の栽培等に直接附
帯する行為に当たることから、あなたの場合には業務災害として労災保険による給付を
受けることができます。ただし、箱詰めされるなどすでに商品化された農産物を出荷施設
まで運ぶ出荷作業については、植物の栽培等に直接附帯する行為には当たらず、労災
保険による給付の対象になりませんのでご注意ください。

　特定農作業従事者については、農産物や農作業のための資材などを運ぶために車庫
からほ場まで軽トラックを運転する行為は耕作などの作業に直接附帯する行為に当たる
ため、業務災害として労災保険が給付されます。また、指定農業機械作業従事者につい
ても、軽トラックに乗って車庫からほ場まで向かう途中に被災した場合には業務災害として
労災保険が給付されます。
　確かに特定農作業従事者や指定農業機械作業従事者については通勤災害の適用
はありませんが、自宅とほ場との間をトラックなどの運搬機械を用いて往復している場合に
は、業務災害として保護されることになります。

　中小事業主等で出張中に被災した場合、その出張が「事業の運営に直接必要な業務
のために出張する場合」であれば労災保険の給付を受けることができます。「事業の運営
に直接必要な業務のために出張する場合」とは、具体的には、苗を買いつけに行ったり、
農作業機械を購入するために販売店へ出かけること、または他の農業施設に見学に行く
ことなどがこれに該当することになります。

〔回答〕

〔回答〕

〔回答〕

〔回答〕

詳細は、最寄りの労働基準監督署へお問い合わせください。


